
和泉市こども・子育て会議から和泉市こどもまんなか会議へ（概要） 

 

１ 主な変更の理由 

令和５年４月１日のこども基本法（以下「基本法」という。）の施行により、こ

ども施策の策定・実施が地方公共団体の責務となり、こども施策についての計画

（こども計画）の策定が市町村の努力義務となりました。 

「和泉市こども・子育て会議」は、子ども・子育て支援法（以下「支援法」と

いう。）に基づいており、基本法における「こども施策」には、支援法に含まれな

いこどもの貧困対策や、成人を含む若者に対する支援等も含まれるため、これら

の施策に関しても調査審議ができるように、会議名の変更並びに担任事務の拡大

及び委員定数増を目的に９月議会にて条例改正を行いました。 

 

２ 主な改正の内容 

項 目 改正後 改正前 

条例名 ・和泉市こどもまんなか会議条例 ・和泉市こども・子育て会議条例 

会議名 ・和泉市こどもまんなか会議 ・和泉市こども・子育て会議 

担 任

事 務 

・基本法第２条に規定するこども施

策の実施に関する重要事項の調査

審議 

・基本法第１０条第２項に規定する

市町村こども計画の調査審議 他 

・支援法第７２条第１項各号に掲げ

る事務の処理 

・子ども・子育て支援に関する重要

事項の調査審議 

委員数 ２０人以内 

※以下に該当する者を追加委嘱 

・子どもの貧困対策に関する委員 

・若者支援に関する委員 

１６人以内 

 

３ 経過措置（附則第２項、第３項） 

①旧和泉市こども・子育て会議の委員は、和泉市こどもまんなか会議の委員として

委嘱されたものとみなされ、任期は、旧和泉市こども・子育て会議の委員の残任

期間と同一期間（令和７年１０月２７日まで）となります。 

②条例施行後最初に委嘱された新しい委員（①により委嘱されたものとみなされる

者を除く。）の任期は、令和７年１０月２７日までとなります。 

 

４ 「こどもまんなか」の意味について 

※ こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

国が、目指すべき社会像として、「全てのこども・若者が身体的・精神的・社会

的に幸福な生活を送ることができる社会」を「こどもまんなか社会」としており、

今年策定される予定のこども大綱でも目指す社会像として示されます。 

   こども家庭庁は、取り組みのシンボルとして、こどもまんなかマークを作成し、

「こどもまんなかアクション」の実施や、行動する企業・団体、自治体を、「こど

もまんなか応援サポーター」と呼ぶなど、取り組みのキャッチフレーズとしても

活用しています。 
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